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１年単位の変形労働時間制の協定（大会社・製造業）

　○○株式会社（以下「会社」という）と○○労働組合（以下「組合」という）とは、経営環境の変化への迅速な対応を図るため、１年単位の変形労働時間制に関し、次のとおり協定する。

（対象職場）
第１条　本協定は、札幌、仙台、銀座、新宿、名古屋、大阪、広島、福岡の各サービスセンターに適用する。

（対象者）
第２条　本協定に基づく１年単位の変形労働時間制は、対象職場の全従業員（第３条の期間の中途で退職することの明らかな従業員および第３条の期間の中途で採用した従業員を除く）に適用する。

（対象期間）
第３条　本協定の対象期間は、○年○月○日から○年○月○日までとする。

（労働時間および始業・終業時刻）
第４条　対象期間における１日の労働時間および始業・終業の時刻は下表のとおりとする。

	期間
	所定労働時間
	始業時刻
	終業時刻

	平成○年４月１日～５月31日
	８時間
	午前９：00
	午後６：00

	平成○年６月１日～９月30日
	８時間
	午前10：00
	午後７：00

	平成○年10月１日～12月31日
	９時間
	午前９：00
	午後７：00

	平成○年１月１日～３月31日
	７時間
	午前10：00
	午後６：00


（休日）
第５条　対象期間における休日は、次のとおりとする。

　(1)　毎週水曜日
　(2)　ゴールデンウィーク（５月１日～５月５日）

　(3)　夏休み（８月13日～８月15日）

　(4)　年末年始（12月30日～１月３日）

２　年間所定休日数○日に不足する休日は、従業員ごとに休日を指定する。

（所定労働日）
第６条　対象期間における所定労働日は、前条に定める休日以外の日とする。

（時間外手当）
第７条　第４条に定めるそれぞれの所定労働時間を超えて労働させた場合は、会社は、時間外労働として、賃金規則第○条の定めるところにより、時間外手当を支払う。

（有効期間）
第８条　本協定の有効期間は平成○年○月○日までの１年間とする。

（自動延長）
第９条　本協定は、有効期間の１カ月前までに双方より改廃の申し出がない場合は、さらに引き続き１年間有効とする。


平成○年○月○日



○○株式会社



取締役社長　○○○○



○○労働組合



執行委員長　○○○○






























